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「電動アシスト自転車」と称する製品

〇前提

「電動アシスト自転車」と称して販売されている製品が道路交通法上の「駆動補助機付自転車」に該当す

るためには、人がペダルを踏む力とモーターによる補助力の比（アシスト比率）が

・10km/h未満の速度では最大で1:2

・10km/h以上24km/h未満の速度の場合では走行速度が上がるほどアシスト比率が徐々に減少

・24km/h以上の速度では補助力が0

などの基準を満たす必要がある。

こうした基準に適合しない製品は、道路交通法上は自転車ではなく「原動機付自転車」に該当するおそれ

がある。なお、原動機付自転車に該当する場合は道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）に

適合しないため、道路を通行させることはできない。

（参考）
○消費者庁・国民生活センター（令和５年４月19日公表）:「電動アシスト自転車」と称し販売された製品でも、道路交通法の基準に適合しな

い場合は道路の通行をやめましょう！－まずは、お持ちの銘柄を確認しましょう！－
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/caution/caution_068/assets/consumer_safety_cms205_230419_01.pdf
https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20230419_1.pdf

○警察庁（令和５年４月19日公表）：道路交通法の基準に適合しない「電動アシスト自転車」と称する製品について
https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bicycle/pdf/20230419motor_assisted_bicycle.pdf
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〇駆動補助機付自転車に該当しないにもかかわらず、取引DPF上も含めて「電動アシスト自

転車」と称して販売されている製品に関し、問題があると考えられる場合

① 時速24キロ以上で補助力が０とならないことがあるにもかかわらず、
電動アシスト自転車であると記載

② アシスト機能に加え、完全な電動機能（フル電動機能）を有しているにもかかわらず、
電動アシスト自転車であると記載

③ ①又は②の性能を有する、つまり原動機付自転車に該当する可能性があるにもかかわらず、
自転車として公道走行可能と記載

④ ①又は②の性能を有する、つまり原動機付自転車に該当する可能性があるにもかかわらず、
自転車として防犯登録を求めると記載
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SYLPHIDE700C（シルフィード700C） GRAN BATTEMENT（グランビート）
・令和５年４月19日に国民生活センター、消
費者庁が公表した資料中の２つの製品。

・当該資料では、国民生活センターにおいてア
シスト比率の測定を行った結果、２つの製品
のアシスト比率は、道路交通法の定める駆動
補助機付自転車の基準の上限を大きく超えて
おり、事故につながるおそれがあり危険とさ
れている。

※写真は消費者庁公表資料から抜粋

「電動アシスト自転車」と称する製品



〇問題があると考えられる表示の具体例

① 時速24キロ以上で補助力が０とならないことがあるにもかかわらず、
電動アシスト自転車であると記載

② アシスト機能に加え、完全な電動機能（フル電動機能）を有しているにもかかわらず、

電動アシスト自転車であると記載
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「電動アシスト自転車」と称する製品



〇問題があると考えられる表示の具体例

③ ①又は②の性能を有する、つまり原動機付自転車に該当する可能性があるにもかかわらず、
自転車として公道走行可能と記載

④ ①又は②の性能を有する、つまり原動機付自転車に該当する可能性があるにもかかわらず、
自転車として防犯登録を求めると記載
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「電動アシスト自転車」と称する製品
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【参考条文】

○道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）（抄）

（定義）
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一～七 （略）
八 車両 自動車、原動機付自転車、軽車両及びトロリーバスをいう。
九 （略）
十 原動機付自転車 内閣府令で定める大きさ以下の総排気量又は定格出力を有する原動機を用い、かつ、レール又は架線に
よらないで運転する車であつて、軽車両、移動用小型車、身体障害者用の車、遠隔操作型小型車及び歩行補助車等以外のも
のをいう。

十一 （略）
十一の二 自転車 ペダル又はハンド・クランクを用い、かつ、人の力により運転する二輪以上の車（レールにより運転する
車を除く。）であつて、身体障害者用の車、小児用の車及び歩行補助車等以外のもの（原動機を用いるものにあつては、人
の力を補うため原動機を用いるものであつて内閣府令で定める基準に該当するものを含み、移動用小型車及び遠隔操作によ
り通行させることができるものを除く。）をいう。

十一の三～二十三 （略）
２・３ （略）

（整備不良車両の運転の禁止）
第六十二条 車両等の使用者その他車両等の装置の整備について責任を有する者又は運転者は、その装置が道路運送車両法第三
章若しくはこれに基づく命令の規定（同法の規定が適用されない自衛隊の使用する自動車については、自衛隊法（昭和二十九
年法律第百六十五号）第百十四条第二項の規定による防衛大臣の定め。以下同じ。）又は軌道法第十四条若しくはこれに基づ
く命令の規定に定めるところに適合しないため交通の危険を生じさせ、又は他人に迷惑を及ぼすおそれがある車両等（次条第
一項及び第七十一条の四の二第二項第一号において「整備不良車両」という。）を運転させ、又は運転してはならない。

（無免許運転等の禁止）
第六十四条 何人も、第八十四条第一項の規定による公安委員会の運転免許を受けないで（第九十条第五項、第百三条第一項若
しくは第四項、第百三条の二第一項、第百四条の二の三第一項若しくは第三項又は同条第五項において準用する第百三条第四
項の規定により運転免許の効力が停止されている場合を含む。）、自動車又は原動機付自転車を運転してはならない。

２・３ （略）
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【参考条文】

○道路交通法施行規則（昭和三十五年総理府令第六十号）（抄）

（原動機付自転車の総排気量等の大きさ）
第一条の二 法第二条第一項第十号の内閣府令で定める大きさは、二輪のもの及び内閣総理大臣が指定する三輪以上のものにあ
つては、総排気量については〇・〇五〇リットル、定格出力については〇・六〇キロワットとし、その他のものにあつては、
総排気量については〇・〇二〇リットル、定格出力については〇・二五キロワットとする。

（人の力を補うため原動機を用いる自転車の基準）
第一条の三 法第二条第一項第十一号の二の内閣府令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。
一 人の力を補うために用いる原動機が次のいずれにも該当するものであること。
イ 電動機であること。
ロ 二十四キロメートル毎時未満の速度で自転車を走行させることとなる場合において、人の力に対する原動機を用いて人
の力を補う力の比率が、（１）又は（２）に掲げる速度の区分に応じそれぞれ（１）又は（２）に定める数値以下である
こと。

（１）十キロメートル毎時未満の速度 二（三輪又は四輪の自転車であつて牽けん引されるための装置を有するリヤカーを牽
けん引するものを走行させることとなる場合にあつては、三）

（２）十キロメートル毎時以上二十四キロメートル毎時未満の速度 走行速度をキロメートル毎時で表した数値から十を減じ
て得た数値を七で除したものを二から減じた数値（三輪又は四輪の自転車であつて牽けん引されるための装置を有す
るリヤカーを牽けん引するものを走行させることとなる場合にあつては、走行速度をキロメートル毎時で表した数値
から十を減じて得た数値を三分の十四で除したものを三から減じた数値）

ハ 二十四キロメートル毎時以上の速度で自転車を走行させることとなる場合において、原動機を用いて人の力を補う力が
加わらないこと。

ニ イからハまでのいずれにも該当する原動機についてイからハまでのいずれかに該当しないものに改造することが容易
でない構造であること。

二 原動機を用いて人の力を補う機能が円滑に働き、かつ、当該機能が働くことにより安全な運転の確保に支障が生じるおそ
れがないこと。



ステロイドが検出された健康茶

〇概要

インターネット通信販売で販売されていた健康茶に、医薬品成分のステロイド（デキサメタゾン）が含まれていた

ことが判明し、国民生活センターが消費者に対して注意喚起を実施した。

これらの商品は、

①「無承認無許可医薬品」に該当するおそれがあると考えられること（商品１～３）

② 通信販売サイト等上に、特定の疾患（花粉症）に効果があるかのような、医薬品的な効能効果と受け取れる表示

があること（商品１）

から、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（薬機法）上問題があると考えられる。
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【商品２】
ジャムー・ティー・ブラック

（無糖タイプ）

【商品１】
ジャムー・ティー・ブラック

【商品３】森澪混合茶
（ジャムーティーブレンド ショウガ＋）

微糖タイプ（参考）
○国民生活センター（令和５年４月12日公表）:
花粉症への効果をほのめかした健康茶にステロイドが含有
－飲用されている方は、医療機関にご相談を－
https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20230412_1.pdf

○国民生活センター（令和５年５月17日公表）：
ステロイドが検出された健康茶の類似商品でも検出！
－検出された銘柄を飲用されている方は、医療機関にご相談を－
https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20230517_2.pdf

※写真は国民生活センター公表資料から抜粋

※なお、薬機法の観点からは販売業者を管轄する地方公共団体が当該販売業者を調査中である。
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【参考条文】

○医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）（抄）

（販売、授与等の禁止）
第五十五条 第五十条から前条まで、第六十八条の二第一項、第六十八条の二の三、第六十八条の二の四第二項又は第六十八条
の二の五の規定に違反する医薬品は、販売し、授与し、又は販売若しくは授与の目的で貯蔵し、若しくは陳列してはならない。
ただし、厚生労働省令で別段の定めをしたときは、この限りでない。

２ 第十三条の三第一項の認定若しくは第十三条の三の二第一項若しくは第二十三条の二の四第一項の登録を受けていない製造
所（外国にある製造所に限る。）において製造された医薬品、第十三条第一項若しくは第八項若しくは第二十三条の二の三第
一項の規定に違反して製造された医薬品又は第十四条第一項若しくは第十五項（第十九条の二第五項において準用する場合を
含む。）、第十九条の二第四項、第二十三条の二の五第一項若しくは第十五項（第二十三条の二の十七第五項において準用す
る場合を含む。）、第二十三条の二の十七第四項若しくは第二十三条の二の二十三第一項若しくは第七項の規定に違反して製
造販売をされた医薬品についても、前項と同様とする。

（承認前の医薬品、医療機器及び再生医療等製品の広告の禁止）
第六十八条 何人も、第十四条第一項、第二十三条の二の五第一項若しくは第二十三条の二の二十三第一項に規定する医薬品若
しくは医療機器又は再生医療等製品であつて、まだ第十四条第一項、第十九条の二第一項、第二十三条の二の五第一項、第二
十三条の二の十七第一項、第二十三条の二十五第一項若しくは第二十三条の三十七第一項の承認又は第二十三条の二の二十三
第一項の認証を受けていないものについて、その名称、製造方法、効能、効果又は性能に関する広告をしてはならない。




